
＜平成 27年 3月  第 1回定例会 一般質問より＞ 

新地方公会計制度について 

①日々仕訳の導入で市民への積極的な説明責任を 

◆１３番（山本みちよ君） 

まず１件目、新地方公会計制度について、日々仕訳の導入で市民への積極的な説

明責任をについてお伺いいたします。 

新公会計制度につきましては、昨年４月に総務省の今後の新地方公会計の推進に

関する研究会より、地方自治体における財務書類に作成に当たっての新たな基準

が示され、さらにことし１月 23日付で、「統一的な基準による地方公会計の整備促

進について」が公布されました。これにより、全国の地方自治体で複式簿記・発生主

義会計の導入が、ことしの４月から３年間をかけて適用されていくことになります。 

今回の基準では、今までのような決算統計の組みかえでの対応ではなく、全ての

自治体が固定資産台帳の作成や現金の出入りについての仕訳を前提に、財務書類

の作成を行うものとされております。 

今や、時代はこれまでに経験したことのない少子高齢化社会を迎え、年金、医療、

介護などの社会保障サービスの需要の増加、そして公共施設やインフラ整備の老

朽化対策や今後のあり方についてなど、これは立川市だけではなく、全国の自治

体が課題解決にこれからどのように取り組んでいくのかが問われております。 

経済成長の中で税収が自然にふえた昔とは違い、限られた財源の中での財政運営

が予想されます。こうした状況において、市民の皆様からお預かりしている大切な

税金を何に使ったのか、無駄はないのか、将来負担にどれくらい必要なのかという

ことを、これまで以上により丁寧な説明を行う責任が各自治体に求められている

と考えます。 

そして、その説明責任を果たすためには、これまでの官庁会計のような単式簿記・

現金主義会計で現金の収支だけを見るのではなく、行政サービスに幾らコストがか

かるのか、また、将来どれくらいの負担が見込まれるのかを示す財政の見える化が

不可欠となります。そして、この見える化を可能にするためには、企業会計で使わ

れる複式簿記・発生主義会計が説明のツールとして適していることから、その導入

が進められてきたものと理解しております。 

このたび総務省から示された「統一的な基準による地方公会計の整備促進につい

て」、立川市では来年度、専門家の意見を取り入れながら固定資産台帳を整備し、

平成 28 年 12月の会計システム改修を含めたスケジュールに沿っての準備を進め



ていくとのことでありました。 

そこで、改めてお伺いいたします。このたびの統一的な基準による地方公会計制

度の導入について、立川市としてはどのように捉えているのか、この導入の目的に

ついての市長の見解を伺います。 

 

◎市長（清水庄平君） 

新公会計制度についてお答えいたします。 

現在の公会計は、主に現金の流れを主眼として、予算の適正な執行をするため、現

金主義・単式簿記で行われております。 

しかし、予算を執行する上で社会資本に投資された資産と、そのために抱えている

負債といったストック情報や建物の減価償却費や退職給付引当金などのコスト情報

を把握できません。このため、現金だけでなく、全ての資産・負債の異動、収益・費用

などを記録する発生主義・複式簿記による企業会計的な手法が必要となります。 

財務情報をわかりやすく開示することで、市民への説明責任を果たすこと、負債及

び費用の適正な管理を通じ、市の内部の経営強化を行うということであると考え

ております。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

それでは新地方公会計制度について、一問一答で順次進めてまいりたいと思いま

す。 

今、市長のほうから御答弁いただきました。しっかりとした説明責任に欠かせないこ

うした新公会計制度の導入だということでありましたけれども、今回の統一的な基

準による地方公会計には、期末一括処理方式と日々仕訳方式の二つがございま

す。この方式の違いについて、お示しいただきたいと思います。 

 

◎財務部長（小林健司君） 

日々仕訳方式と期末一括方式の違いでございます。 

まず仕訳とは、取引を勘定科目を使って借方と貸方に分ける作業のことですが、期

末一括仕訳では、決算が確定した段階で決算データを複式仕訳に一括変換し、財

務書類を作成します。 

一方、日々仕訳におきましては、企業会計と同様に、複式簿記で日々の仕訳作業を



行いまして、この積み重ねで決算書の作成につなげます。また、財務書類は年度途

中でも作成が可能となります。ここが大きな違いと認識してございます。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

では、立川市では現在、期末一括処理方式、日々仕訳方式とございますが、どちら

の方式を採用していくおつもりなのか、改めてお示しください。 

 

◎財務部長（小林健司君） 

先ほど議員から御紹介のありました、ことしの１月に出ました総務省の基準モデル導

入におきましては、日々仕訳が原則となってございますが、自治体の事務負担を配

慮いたしまして、検証の可能性、正確性を満たし、事業別、施設別のフルコスト情報

の分析に資するという条件付きで、期末一括方式も認めることになっておりますこ

とから、立川市におきましては、期末一括方法を採用したいと考えてございます。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

立川市では、新公会計制度導入に当たり、期末一括処理方式を採用する予定のこ

とでございます。 

今回の統一基準では、今、部長の御答弁にもありましたとおり、日々仕訳が望ましい

が、期末一括方式でも差し支えないとされております。 

しかし、この期末一括処理方式では、１年間の歳入歳出のデータを一括で変換し、担

当課職員が財務諸表を作成するものであり、ほかの職員は全く知らないものとな

ることも考えられます。 

一方の日々仕訳では、各課の職員が毎日の仕訳を行うことで、全職員が公会計に

携わることになります。職員が日々行うこの会計処理を通して、複式簿記・発生主

義の考えを定着させることで、職員のコスト把握に対する意識改革が生まれ、より

効率的で効果的な仕事につながるとも言われております。こうした観点から、日々

仕訳方式の導入に臨むべきと考えます。 

そこで、伺います。今回、立川市では、なぜ日々仕訳を取り入れないのか、この点に

ついてのお考えをお示しください。 

 

 



◎財務部長（小林健司君） 

日々仕訳を導入しない理由でございますけれども、まず、システムの投資額が大き

いこと、それから職員に仕訳能力が求められること、それから比較検討するべき他

市の導入状況が今のところ見えないところが課題となってございまして、先ほど

お答えしましたとおり、現段階では日々仕訳の導入は考えていないということでご

ざいます。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

今、日々仕訳を取り入れない理由について、３点にわたりまして回答いただいたと

ころであります。 

では、仮に日々仕訳を採用した場合に考えられるメリットについてはどう捉えてい

らっしゃるのか、お示しください。 

 

◎財務部長（小林健司君） 

メリットにつきましては、先ほど議員からも御紹介があったと思いますけれども、私

どもといたしましては、まず、出納閉鎖から早期に財務書類が公開できること、伝票

を仕訳することで資産が必ず対応してきますので、説明能力が高いこと。また、先

ほど期末一括仕訳と日々仕訳との違いでもお伝えしましたが、財務書類が年度中

でも作成でき、見ることができるなどのメリットがあると言われております。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

昨年の 11月に行われました公会計制度改革シンポジウムで、日々仕訳の先進市で

もあります吹田市より、日々仕訳の必要性について、次のような報告がありました。 

この日々仕訳の必要性について、吹田市では、日々の会計処理に合わせて複式情

報を記録していくことに意義があると考えていると。 

そのメリットの一つとしては、 

資産情報の適正な管理ができるということである。正確な資産情報は、新公会計

制度にとって欠かすことができない重要なポイントであり、固定資産の異動情報を

官庁会計の現金の記録に連動して記録することで、固定資産台帳への入力漏れを

防ぐことができ、毎月照合することで、常に適正な管理が可能となる。 

－－また、二つ目のメリットとしては、職員の意識改革やマネジメント力の向上に期



待ができる点を挙げ、 

財務諸表を事業のマネジメントに役立てることに重点を置く場合、職員が財務諸表

を分析し、十分に説明ができるスキルを身に付ける必要があるが、日々の会計処理

の中で、この複式情報に触れることで説明責任を果たすことを常に意識すること

となり、コスト意識や事業マネジメント力の向上につながるものと考えている。 

－－また、先ほど部長がおっしゃいましたように、期の途中においてでも、事業別や

施設別といったセグメント単位で財務諸表を作成することが可能となることから、

年度末の業績を予測し、事業の見直しや予算要求など、翌年度の対応が可能にな

るものと考えている。 

－－と、このように述べられております。 

立川市におきましても、せっかくの複式簿記・発生主義の公会計が始まるのですか

ら、そのことを十分に生かせるように、日々仕訳を導入していくべきではないかと

考えますが、この点いかがでしょうか。 

 

◎財務部長（小林健司君） 

日々仕訳の導入についてでございます。 

私どもが期末一括方式を採用する理由については、先ほど御答弁させていただい

たところでございます。確かに、私が申し上げましたように幾つかの課題がござい

まして、今現在としては期末一括方式、これを採用ということで考えておりますが、

一方でシステム改修費の費用、あるいは職員のいわゆるスキル、この辺の問題につ

いては、もう少し研究しながら、場合によっては日々仕訳に移行できるような、そう

いったことも導入としては考えております。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

日々仕訳導入の大きなメリットの一つに、期末一括方式ではできない一つとして、

事業別財務諸表の作成が可能になることが挙げられます。 

ここで、本日机上配付させていただきました１の資料でございます。これは、平成

24 年の４月から新公会計制度の日々仕訳方式、いわゆる東京方式ですが、これを

いち早く取り組まれた町田市の平成 25 年度事業別財務諸表であります。全 240

事業のうち、市民の身近な行政サービス 19 事業をダイジェスト版として、このよう

な形でホームページに紹介されているものの一部であります。実際にはこうした

形で、カラーでもっときれいな形で、わかりやすくホームページ上は見ることがで

きます。 



これを見ますと、学童保育の事業では、学童の児童１人当たりに対するコストが年間

36万 9,831円、そして施設の利用者負担割合が 17.2％と一目でわかります。また、

市民ホールは公共施設としてちょっと抜いてきたんですけれども、この１日当たりの

コストが大変にわかりやすく公表されております。 

こうした市民にもわかりやすい形での情報提供、見える化を行うことで、市民のコ

スト意識も変わり、行政サービスに無料のものはなく、一つ一つの事業にどれだけ

の財源が使われているのか、また、不足となった場合には、将来世代にどれだけの

負担を残すことになるのか、本当に必要な事業なのかといった判断の材料になり

得ると考えます。 

この町田市の事業別財務諸表は、市全体の財務状況を総論的に分析するためでは

なく、各部のマネジメントに活用できることを主眼につくられております。これまで

の財務諸表の基礎単位である歳出目では、さまざまな課の経費が混在しており、ま

た、人件費が含まれていないことから、目的別の成果がわかりにくいものとなって

おりました。 

そこで、予算編成のときに、歳出目を基本的に一つの課が一つの目となる１課１目に

組みかえ、その結果、作成された財務諸表がそのまま各課のパフォーマンスとなっ

ております。また、予算を財務諸表の作成単位に組みかえることで、予算と財務諸

表の連動が可能となり、目標と成果の関係を容易に可視化できるものとなっており

ます。先進市の取り組みを御紹介いたしましたが、このような事例からも、今回の新

公会計制度は、導入することが目的となってはもったいないと思います。このこと

を今後の行政運営にしっかりと活用していくことが必要であり、最も大事なことだ

と考えますが、この点についての市の見解をお示しください。 

 

◎財務部長（小林健司君） 

今、議員御指摘されましたように、例えば市において公共施設の再編などを進める

上で、施設のコストなどの情報を市民にお知らせする上で、大変重要な市民への説

明ツールであると思っております。 

導入の目的は、市民への説明責任を果たすことや経営基盤の強化となりますが、

導入により財務書類を作成することは、あくまでツールであり、今後これを行政経

営にどのように生かすかが最も重要であると考えておりまして、そのためには、財

務書類を職員が読み込み、企業会計的な考え方を一人一人の職員が持つことで、

日々の事業の改善、施設の維持管理等の効率化を進めていくことができると考え

てございます。 

 



◆１３番（山本みちよ君） 

ただいま部長御答弁いただきました。本当に導入が目的ではなく、これをどう今後

活用していくか、その視点で進めていくことが必要だと思います。 

そういったことを考えた場合に、やはりこの機会に日々仕訳の導入を考えるべきと

考えますが、再度御見解を伺います。 

 

◎財務部長（小林健司君） 

東京都では、例えば東京都であるとか、今御紹介のありました町田市等については

日々仕訳で実施してございます。答弁、繰り返しになりますけども、日々仕訳につき

ましては、システム構築が多額になることや、職員のスキルや日々の業務量に課題

があるということでございますけれども、一方で、メリットであるようにアップ・ツ

ー・デートで行政、財政が見えるというような利点がございます。 

現時点では、先ほど申し上げましたように期末一括方式を考えておりますが、今

後、近隣自治体の状況であるとかシステムのあり方、あるいはシステムの金額、こ

の辺をさらに研究しまして、場合によっては日々仕訳方式への移行が可能なよう、

今後取り組みを進めてまいりたいと考えてございます。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

これからも日々仕訳に向けて御検討いただけるということでございます。 

用意しました資料２なんですけれども、これも今の町田市のものでございます。職

員のスキルを上げるという部分で、簿記の概念といいますか、簿記に対する事務処

理が難しいのではないか、仕訳、貸方、借方の理解も難しいのではないか、そういっ

た危惧もあるのかなというふうに思いまして、これを出してまいりました。 

これ、上のほうですね、「支出命令日」となっております。これは出金伝票のような

ものに当たります。これに、金額など必要な項目を入力した後に、右下にあります

「複式明細」という画面をクリックしますと、相手方の入力画面、下の画面に移りま

す。それに従ってセグメントの指定を行って、「歳出仕訳区分」、これを選んでクリッ

クするだけで、何と右下の四角にありますけど、自動で仕訳ができてしまう。思った

以上に簡単な操作で、今の説明でも、簡単にできるかなと思われたかと思います

が、この程度の作業であれば、我が立川市の職員の皆さんの力を考えれば、無理な

く使えるシステムであると思います。 

また、今回の公会計制度導入で最も重要なことは、市長答弁にもございますよう



に、見えてきた情報をどのように今後の政策に活用していくのか、ここの部分が一

番のポイントであると考えます。そうした意味からも、この財務諸表を事業のマネジ

メントに役立てるための職員の育成、これは大変に重要でございます。これらのこ

とから、全職員への簿記の基本的な講習とともに、マネジメントのできる職員の育

成、そしてまた人員配置にしっかりと市としても取り組むべきと考えます。 

そしてぜひとも、町田市とかさまざま先進市ございますので、視察を行うなど、

日々仕訳導入へ向かって進んでいっていただきたいと思いますが、御見解を伺い

ます。 

 

◎副市長（大霜俊夫君） 

新地方公会計制度で、先ほど来、財務部長のほうがお答えしてまいりましたけれど

も、仕訳の仕方含めて、結局、公会計制度を入れるという意味は、議論の中でもあ

りましたように、説明責任だとかマネジメント能力、あるいはコスト意識というもの

をきちんと職員側も把握して、それを市民にどうお伝えしていくかということが肝

要な点だろうというふうに考えてございます。 

現段階では、システム改修費含めての話がありますけれども、職員のスキル上の問

題であれば、今資料２のほうでお示しした内容というようなことも含めまして、先進

自治体の例がございますので、その辺もきちんと視察したり、あるいはお話をお聞

きしたりということで、システム改修上の問題が 28 年でございますので、その間

につきましては、十分その辺を議論して、仕訳方法含めまして、御提案の趣旨を踏

まえて検討したいと、そのように考えてございます。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

検討していただけるということでございます。 

最後に、立川市では昨年の 11月に、立川市公共施設のあり方方針を策定されまし

た。その中で、40 年後の維持可能な公共施設のあり方として、保有面積の削減目標

や再編等の考えが示されたところであります。 

しかし、住民から見たときに、現在の社会状況等を踏まえて、総論としては御理解い

ただけたとしても、実際に自分の住んでいる地域で利用してきた公共施設が対象

となったときには、何でここなのといった思いを率直に持たれる方も当然いらっし

ゃると思います。またこれは、そのほかの行政サービスの見直しを必要とされるよ

うなときも同様であると、このように考えます。 

そうしたことを考え合わせますと、事業別財務諸表、これは日々仕訳でなければで



きない。この財務諸表を客観的な判断材料として提供し、説明責任を果たすこと

で、住民も、そして私たち議員にとっても、より正確な情報をもって議論し、判断す

ることができるものと考えております。 

今回の新公会計制度の導入では、何が変わるかではなくて、何を変えていくのか、

こうした積極的な姿勢で全庁挙げて取り組んでいっていただきたいと、このように

思います。ぜひとも前向きな、日々仕訳導入に向かって進まれることを要望とさせ

ていただきます。 

  

 


